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今
議
会
で
は
、
議
案
と
し
て
条

例
等
14
件
、
平
成
20
年
度
補
正
予

算
13
件
、
平
成
21
年
度
当
初
予
算

12
件
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

主
な
内
容
は
、
条
例
等
で
は
介

護
報
酬
の
改
定
に
伴
う
保
険
料
の

上
昇
を
抑
制
し
、
被
保
険
者
の
負

担
の
軽
減
を
図
る
た
め
の
本
庄
市

介
護
従
事
者
処
遇
改
善
臨
時
特
例

基
金
を
設
置
す
る
『
本
庄
市
介
護

従
事
者
処
遇
改
善
臨
時
特
例
基
金

条
例
』、
ペ
ッ
ト
霊
園
の
設
置
及

び
管
理
等
が
適
正
に
行
わ
れ
る
た

め
の
措
置
を
講
じ
、
市
民
の
生
活

環
境
の
保
全
に
資
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
『
本
庄
市
ペ
ッ
ト
霊
園

の
設
置
等
の
適
正
化
に
関
す
る
条

例
』、
乳
幼
児
医
療
費
の
支
給
対

象
の
年
齢
上
限
を
引
き
上
げ
る
こ

と
に
よ
り
、
子
育
て
支
援
の
充
実

を
図
る
た
め
の
『
本
庄
市
乳
幼
児

医
療
費
支
給
に
関
す
る
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
』
な
ど
で
す
。

　

予
算
で
は
、
歳
入
歳
出
に
そ
れ

ぞ
れ
４
億
５
、
１
９
２
万
６
千
円

を
追
加
し
、
総
額
２
５
８
億
７
、

９
７
４
万
７
千
円
と
す
る
『
平
成

20
年
度
本
庄
市
一
般
会
計
補
正
予

算
（
第
６
号
）』
や
総
額
を
２
４

７
億
５
、４
０
０
万
円
と
す
る『
平

成
21
年
度
本
庄
市
一
般
会
計
予

算
』
な
ど
で
す
。

　

市
議
会
で
は
、
26
日
間
に
わ
た

る
審
議
の
の
ち
、
す
べ
て
の
議
案

を
原
案
ど
お
り
可
決
・
同
意
し
て

閉
会
し
ま
し
た
。

　

公
平
委
員
会
委
員
の
中
村
憲
司

氏
＝
児
玉
町
児
玉
＝
が
任
期
満
了

と
な
る
た
め
、
同
氏
を
再
任
す
る

こ
と
で
同
意
が
得
ら
れ
ま
し
た
。

　

公
平
委
員
会
委
員
に

中
村　

憲
司 

氏　公平委員会委員
中村　憲司 氏

平
成
21
年
市
議
会
第
１
回
定
例
会
が
、
２
月
26
日
か
ら
３
月
23

日
ま
で
の
26
日
間
の
日
程
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
条
例
の
制
定

や
平
成
20
年
度
補
正
予
算
、
平
成
21
年
度
当
初
予
算
な
ど
39
議

案
が
慎
重
に
審
議
さ
れ
た
結
果
、
す
べ
て
の
議
案
が
原
案
ど
お

り
可
決
・
同
意
さ
れ
閉
会
し
ま
し
た
。

平
成
21
年
市
議
会
第
１
回
定
例
会

平
成
21
年
市
議
会
第
１
回
定
例
会

　市では、公正で信頼される市政の実現を目指して、市の各実施機関の保有する情報の公開について定め
た「情報公開制度」と、保有する情報のうち、個人に関する情報の保護と開示の手続きなどについて定め
た「個人情報保護制度」をそれぞれ実施しています。
実 施機関　市長、議会、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評
価審査委員会

費用　無料（ただし、情報の写しの作成に要する実費や郵送料は負担していただきます。）

　情報公開制度は、市が持ってい
る情報をみなさんの請求により利
用していただく制度です。
公開を請求できる人　どなたでも
公開を請求できる情報
　 平成18年１月10日以後に実施機
関の職員が職務上作成又は取得
した文書、図画、写真、フィル
ム及び磁気テープなどで実施機
関が保有しているもの（平成18
年１月９日以前の情報について
もできる限り公開しています。）

　個人情報保護制度は、市が持つ個人情報を守り、プ
ライバシーが侵害されないようにする制度です。
開 示を請求できる人　市に自分の情報が記録・保管さ
れている本人（未成年の場合は、法定代理人による
代理人請求が可能）
制度を利用してできること
　 情報の開示、事実と異なる情報の訂正、収集された
情報の削除（手続きに違反しているとき）、情報の
利用・提供の中止（手続きに違反しているとき）

●情報公開制度●

●個人情報保護制度●

請 求　平成18年１月10日以後に市職員が作成又は取得した情報の公開を請
求権者が求めること
申出　請求以外の場合
※部分公開の公開できない主なものは、請求者本人以外の個人情報保護等
によるものです。

実施機関 受付件数 決定内容 合計請求 申出 全部公開 部分公開 不存在 非公開
市長 58 48 10 29 26 1 2 58
教育委員会 4 4 0 2 2 0 0 4
議会 2 2 0 2 0 0 0 2
その他 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 64 54 10 33 28 1 2 64

平成20年度情報公開制度実施状況

平成20年度個人情報保護制度実施状況

実施機関 受付
件数

決定内容
合計全部

開示
部分
開示 不存在 不開示

市長 10 2 5 3 0 10
その他 0 0 0 0 0 0
合計 10 2 5 3 0 10
※部分開示の公開できない主なものは、請求者本人以
外の個人情報保護等によるものです。

情報公開制度・個人情報保護制度をご存じですか
公正で信頼される行政を目指して

●情報公開制度・個人情報保護制度についてのお問い合わせは、行政管理課（☎㉕１１６１）へ
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対 

象　

小
学
校
修
了
前
の
児
童
を

養
育
し
、
所
得
が
下
表
の
所
得

制
限
限
度
額
未
満
の
人

児
童
手
当
の
額
（
月
額
）

○
３
歳
未
満　

１
０
、
０
０
０
円

○
３
歳
以
上
の
第
１
子
・
第
２
子

５
、
０
０
０
円

○
３
歳
以
上
の
第
３
子
以
降

　

１
０
、
０
０
０
円

※
第
○
子
と
は
、
養
育
す
る
児
童

（
18
歳
到
達
後
最
初
の
３
月
31
日

ま
で
の
間
に
あ
る
児
童
）
の
順
番

で
す
。

支 

給
日　

２
月
、
６
月
、
10
月
の

各
10
日
（
そ
れ
ぞ
れ
の
前
月
分

ま
で
の
手
当
を
支
給
）

申 

請
方
法　

児
童
手
当
を
受
け
る

に
は
、
申
請
が
必
要
で
す
。
次

の
も
の
を
用
意
し
て
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。

・
印
鑑
（
朱
肉
を
必
要
と
す
る
も
の
）

・
本
人
確
認
が
で
き
る
も
の

・ 

申
請
者
名
義
の
金
融
機
関
預
金

通
帳
（
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
不
可
）

な
ど

※
そ
の
他
、
必
要
に
応
じ
て
提
出

す
る
書
類
（
健
康
保
険
証
の
コ

ピ
ー
な
ど
）
が
あ
り
ま
す
。

　

次
の
要
件
に
該
当
す
る
人
は
、

早
め
に
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
申
請
を
し
た
こ
と
が
な
い
人

② 

以
前
、
所
得
超
過
等
に
よ
り
認

定
さ
れ
な
か
っ
た
人
で
、
下
表

に
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
人

③ 

厚
生
年
金
等
加
入
者
（
特
例
給

付
受
給
者
）
が
退
職
し
た
た
め

受
給
資
格
が
消
滅
し
、
そ
の
後
、

再
び
厚
生
年
金
等
に
加
入
し
、

下
表
に
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る

人
※
申
請
し
た
月
の
翌
月
分
か
ら
が

支
給
対
象
と
な
り
ま
す
。
申
請
が

遅
れ
る
と
、
遅
れ
た
月
分
の
手
当

が
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
の
で

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

現
在
、
児
童
手
当
を
受
給
し
て

い
る
人
は
現
況
届
の
提
出
が
必
要

で
す
。
現
況
届
は
、
毎
年
６
月
１

日
に
お
け
る
受
給
者
の
状
況
を
調

査
し
、
手
当
を
引
き
続
き
受
け
る

要
件
が
あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す

る
た
め
の
も
の
で
す
。

　

受
給
し
て
い
る
人
に
は
６
月
上

旬
に
、『
現
況
届
用
紙
』
を
郵
送

し
ま
す
の
で
、
必
ず
６
月
中
に
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

次
の
よ
う
に
、
届
け
出
て
い
る

内
容
が
変
わ
っ
た
と
き
は
手
続
き

が
必
要
で
す
。

・
他
の
市
区
町
村
に
転
出
す
る
と
き

・ 

出
生
な
ど
に
よ
り
児
童
が
増
え

た
と
き

・ 

特
例
給
付
の
受
給
者
が
退
職
し
、

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
等
で
な
く
な
っ

た
と
き

・
児
童
と
別
居
し
た
と
き

・
公
務
員
に
な
っ
た
と
き
な
ど

　

児
童
手
当
以
外
に
も
次
の
よ
う

な
手
当
が
あ
り
ま
す
。
重
複
受
給

も
で
き
ま
す
の
で
ご
相
談
く
だ
さ

い
。

●
児
童
扶
養
手
当

　

離
婚
・
死
別
等
で
父
親
が
い
な

い
児
童
や
、
父
親
に
一
定
の
障
害

が
あ
る
児
童
を
養
育
し
て
い
る
人

に
支
給
し
ま
す
。

●
特
別
児
童
扶
養
手
当

　

一
定
の
障
害
の
あ
る
20
歳
未
満

の
児
童
を
養
育
し
て
い
る
人
に
支

給
し
ま
す
。

※
認
定
さ
れ
る
と
申
請
月
の
翌
月

分
か
ら
支
給
し
ま
す
。

対
象
は
小
学
生
ま
で

届
け
出
の
内
容
が

変
わ
っ
た
ら

そ
の
他
の

手
当
に
つ
い
て

平成21年度所得制限限度額表

扶養親族等の数 自営業等
（国民年金加入者）

サラリーマン等
（厚生年金等加入者）

０人 ４６０万円 ５３２万円

１人 ４９８万円 ５７０万円

２人 ５３６万円 ６０８万円

３人 ５７４万円 ６４６万円

４人 ６１２万円 ６８４万円

５人 ６５０万円 ７２２万円

６人以上
１人につき38万円（老人控除対象配偶者又は
老人扶養親族であるときは44万円）を加算し
た額

※所得税法に規定する老人控除対象配偶者又は老人扶養親族がある人
についての限度額は、上記の表の額に当該老人控除対象配偶者又は老
人扶養親族１人につき６万円を加算した額。
所 得：給与収入の場合は給与所得控除後の金額（事業所得の場合は総
収入から必要経費を控除した金額）から法定控除（８万円）及び医
療費控除等を控除した金額
扶養親族等：税法上の控除対象配偶者及び扶養親族

児童手当制度は、子育て家庭の生活を安定させるとともに、次代の社会を担う児童のすこやか
な成長を図ることを目的としています。

児童手当制度のご案内
小学校６年生までの
児童をもつみなさんへ 児童手当制度のご案内

★子育て支援課☎㉕１１３０
　総合支所健康福祉課☎72１３３１（内線３１６）

児
童
手
当
を

受
給
し
て
い
る
人
は


